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パブリック・コメント実施結果について 

 

パブリック・コメントにお寄せいただいた意見と、その意見に対する市の考え方を公表します。 

貴重な意見をお寄せいただきありがとうございました。 

 

１ 意見の提出状況 

計画案等の名称 守谷市立小中学校適正配置基本方針（案） 

意見提出期間 令和７年１月１５日（水）から２月１４日（金）まで 

意見提出者数  １５人 意見件数  １０1件 

（同様意見含む） 

意見の反映結果 

A ： 意見の内容が計画案に含まれているもの 

B ： 意見を踏まえた修正・対応をするもの 

C ： 意見または要望として承ったもの 

※ いただいた意見は、概要を掲載しています。 

※ パブリック・コメントは、いただいた意見や情報の内容を考慮して施策等の策定を行うものであり、

施策等の賛否を問うためものではありません。 

※ いただいた意見のうち、本計画案の内容に関する意見ではない所感などについては、関係課に伝

達しました。 

※ 12 ページ以降は、守谷市立小中学校適正配置基本方針（案）に関する意見ではなく、個別案件

に関するものでしたが、今後の各施策の参考にさせていただくとともに、担当部署にお伝えさせて

いただきます。 

 

２ 寄せられた意見の概要と意見に対する市の考え方 

番号 
該当 

ページ 
意見の概要 

意

見

の 

反

映

結

果 

意見に対する市の考え方 

１ P2～7 

人口推計値が過去から変更が重

なっているため、正しい根拠がわか

りづらく感じます。根拠を明確にす

ることが定量的な判断の前提です

ので、推計の根拠は誰にでもわか

るように明確に示すのが望ましいと

考えます。 

A 

当該基本方針で採用した児童生徒数

推計については P2 下段に出典元の

記載をしております。 

児童生徒数推計は、当該地域における

居住者のうち市立小中学校に通って

いる人口を基準とするため、学校区別

集計人口（住民基本台帳）の人口を基
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２ P2～7 

令和7年度から始まる学校選択制

度導入は児童・生徒数の予測が困

難な点が課題で根本的な解決に

ならない中、今回の基本方針では

どのように児童数推計を計算され

たのでしょうか。 

C 

準データとして用い、別に公表されて

いる町丁目別集計人口（住民基本台

帳）に基づき、人口推計手法の最も一

般的なコーホート要因法に、新たな開

発要因を加え計算しております。 

特定地域選択制度導入後の推計値に

ついては、令和7年度に学校選択され

た児童数の実績を基に、同数程度が

選択すると仮定して推計しております。 

また、20 代の転出傾向については、男

女別や個別地区の傾向ではなく、市全

体の傾向と捉えています。特に、本市

で出産率の高い20代後半から30代

の世代については、令和6年（2024）

は令和元年（2019）と比べて 1000

人近く減少しており、直近３年間では

平均６％の減少となっています。 

これら、推計の根拠につきましては、参

考資料として基本方針に掲載する方

向で検討いたします。 

3パターンでの推計については今後の

推計の参考とさせていただきます。 

児童数減少対策が必要との御意見に

つきましては、少子化対策、人口減少

対策の担当部署に伝えてまいります。 

３ P2～7 

２０代女性の転出が多いために児

童数が減るとの見込みでしたが、そ

の原因は分析されているでしょう

か。推計根拠を示していただけると

納得感があるように思います。ま

た、他部署の範疇かもしれません

が、児童数が減ることは市にとって

良いことではないはずであり、そこ

に対する対策が必要と考えます。 

B 

４ P2～7 

人口推計が都合の良い値に感じ

る。1 番多い場合、通常、1 番少な

い3パターンでだせないか。 

（同様の御意見4件） 

C 

５ P8 

P8 には各学校の改修予定年度が

記されているが、今後、改修を具体

的に計画する段階で、本適正配置

案と整合させる必要があると思う。 

C 

学校施設長寿命化計画は、既存施設

の老朽化度合いに応じた実施計画で

すが、改修の際には社会背景等を考

慮することとし、当該方針とも連動して

進めていくものとなっています。将来的

に小規模校となるからといって老朽化

を放置することはできませんが、当該

基本方針に沿って改修の必要性や地

域ニーズに応じた複合化など、事前に

計画的な検証をしてまいります。 

6 P8 

大野小ではR16年度には１学年１

０人前後となり複式学級となる可能

性も出てくるが、R14 年度に大規

B 

御意見いただいた内容については、

P．８の「３．学校施設の状況」の中で、

「社会構造の変化に応じた公共施設
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模改修予定とされており、合理的で

はない。R16年度に達する前に、改

修の必要性と併せて統廃合につい

てしっかり協議していくべき。 

の計画的な更新・統廃合・長寿命化の

検討」と記載されておりますが、学校施

設についても「児童数など地域の状況

に応じて柔軟に改修工事を行うことと

し」と追加し、御指摘のとおり、改修年

度が近づいたから改修するということ

ではなく、改修の必要性や地域ニーズ

に応じた複合化など、事前に十分な検

証をしてまいります。 

7 P9 

学校に係るコストについて、全てが

市負担分なのか。コストの中の施

設面で係る割合が多いように思う

がなぜか。学校別のコストも記載し

てほしい。 

（同様の御意見4件） 

 

 

 

 

C 

P9 のとおり「学校に係る全体コスト」

については、市負担分のほか、教職員

人件費に係る県負担分があります。 

また、学校施設を適切な状態で維持管

理するため、各学校においては定期的

な修繕に加え、市立小中学校は建築

から３０年から４０年ほど経過している

建物がほとんどです。このため、学校

施設長寿命化計画に基づいて築８０年

まで使用できるよう、長寿命化のため

の大規模修繕工事を計画的に行って

おります。また、教室への空調設備や

体育館の空調設備など、子どもたちが

快適に過ごせるよう、整備も行っており

ますので、御理解ください。 

また当該基本方針は市内全体の小中

学校の適正規模・適正配置方針を定

めるものであるため、建設的な議論を

通じて対応策を検討する中では、本市

の財政状況を踏まえ、学校教育維持に

係る総コストを考慮することも重要な

視点となります。学校個別のコストにつ

いては、当該基本方針の策定に必要

なデータには該当しないと考えます。 

8 P11 

特別支援教育が増加傾向にもか

かわらず、黒内小の今後の推計に

おいては特別支援が増える傾向が

見られず、ほかの学校よりも特別支

援教室の割合が少ないように見受

C 

特別支援学級は、障がいに応じて学級

を設置しております。実績や傾向により

特別支援の児童生徒数は推計してお

りますが、学級数推計には難しい面が

あるのは事実です。普通学級数のみで
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けられる。学校や学校教育課は何

か対策しているのか。 

各学校の実態を知りたい。増加して

いる学校は原因を把握しているの

か。今後教室数は足りるのか。 

（同様の御意見1件） 

はなく、特別支援教室数も見据えた形

で保有教室数が不足しないよう、慎重

に進めてまいります。 

当該方針は特別支援学級に関する計

画ではありませんので、学校等で実施

する個別対策については記載いたしま

せん。 

 

9 P13 

『守谷市立小中学校適正配置基本

方針（案）』のp.13にある、学校規

模別の特性の表ですが、参考にさ

れた『文部科学省「小・中学校の設

置・運営の在り方等に関する作業

部会（第 8 回） 配付資料」』が平

成 20 年のもののようで、資料とし

てはかなり古いのではないか。 

C 

御指摘の資料は、国が全国の都道府

県・市町村の適正配置等の計画など

から抜粋して作成したものであり、普

遍的な内容がまとめられていると認識

しています。また、資料として使用する

に当たっては、市内外の教職員ヒアリ

ング結果も盛り込み、学校側の確認を

経ております。 

10 P15 

P15 には特別支援学級数は適正

規模を判断する学級数には含めな

いと記載されていますが、P17には

特別支援教室数を加えると保有教

室数の不足が見込まれる際には、

適正規模化を速やかに検討すると

記載されており、矛盾しているよう

に読めます。原案では、適正規模で

も教室数は不足するという状況が

生じます。理屈で基準を定めても、

実際には教室数を睨んだ運営とな

るはずです。実態との乖離が生じ得

る基準の策定は問題を生じやすく

させます。ここは P15 の「基準」の

項目においても、「特別支援学級数

を含めた総数を十分に考慮して適

正化を検討する」との但し書きを付

記することが望ましいと考えます。 

B 

P15③の「市の基準」は、適切な学級

数を数値で示し、適正化を検討する余

地について記載する箇所ではありませ

ん。このため、P15 に「適正化を検討

する」とは記載できませんが、「特別支

援学級は設置基準が異なることから、

適正規模を判断する学級数には含め

ません。」を「特別支援学級は設置基

準が異なることから、国に準じて適正

規模を判断する学級数には含めませ

んが、特別支援学級数を含めた総数

を十分に考慮してまいります。」に修正

いたします。 

11 P15 

・校長会でこのような基準にしたと

聞いた。各学校の校長先生に自校

での小学校24学級，中学校24学

級の時間割を作成していただき，や

C 

小中学校の適正規模（小１２～２４学

級、中９～１８学級）は、市内学校運営

状況について現場の学校長から聞き

取り等を行い、その学級規模範囲であ
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っていけることを示してほしい。特に

小学校は 18 学級と 24 学級の時

間割を作成し，24学級の方が良い

教育ができると示してほしい。そう

しないと納得できない。 

・中学校が８学級以下は免許外指

導が発生するのは残念すぎる。茨

城県全体に教員が不足しているの

は理解しているが，守谷市独自で

教員を確保するなどできないか？ 

（同様の御意見3件） 

れば教育活動を適切に行えると判断

いただき、採用した経緯があります。 

時間割については、市では、学級規模

にかかわらず、特別教室や運動の場

の確保、特別支援学級児童の円滑な

交流を確保するため、全学校において

以下手順で編成しています。 

①教科専科（理科、音楽、図工、英語）

授業と特別教室の割当→②体育施設

（体育館、校庭）の割当→③特別支援

学級（相談学級）児童の時間割と交流

学級（通常の学級）の時間割との擦り

合わせ 

このため、これまでに教科専科授業や

特別教室等が不足する状況は発生し

ていません。現在の市の教育課程が 1

週間に27コマ設定であることからも、

24 学級は、時間割に問題なく、十分に

適切な運営が行える学級規模となりま

す。 

また、市独自での教員確保について、

既に小学校では市費負担により教科

担任教員を採用しておりますが、中学

校では実施していませんので、今後の

検討課題とさせていただきます。 

12 P15 

現場の先生にも適正規模について

のアンケートをとったとあったが，ど

んな内容だったのか？小学校はダ

イレクトに１８学級と２４学級どちら

がやりやすいですか？みたいな感

じなのか？ 

あと，教員も経験の差があるので，

アンケートをしても意味が無いと思

う。１８学級，２４学級どちらも経験し

たことのある教員はどれぐらいいた

のか？ 

C 

学校教職員に対するアンケートについ

ては、学校規模によるデメリットや適切

な適正規模化策、望ましい学級数、最

低限必要な学級数、許容できる通学時

間と距離、通学時間が長い児童生徒

に対する配慮内容などについてお聞き

しました。 

対象となる教員は全小中学校職員と

なり、匿名で実施したため特定はでき

ませんが、教員は毎年県内で異動しま

すので、様々な規模の学校勤務経験

者がいる状況です。 
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13 P16 

２キロを半径で考えるのをやめて

いただきたい。道のりで出すべき。

通学時間の目安もあわせて載せて

ほしい。中学校の４キロは自転車通

学する子もいるからだと思うが，道

路事情もしっかりと考えてほしい。

道が悪い学校もある。 

（同様の御意見２件） 

C 

P16 にある「通学距離の目安」は、各

校の現在の通学区域がおおむね小学

校では 2㎞圏内、中学校では 4㎞圏

内で集約されており、市内全域を網羅

できる距離であり、かつ国の基準以下

であることから配置上問題ないとして

設定したものです。なお、この距離は目

安であり、新たに通学区域を設定する

場合には道のりも考慮して検討してま

いります。また、通学時間については学

年により速度が違ってくるほか個人差

もありますので、記載しないこととしま

す。ただし、P16 の考え方のとおり、新

たに通学区域を設定する場合には、通

学路の安全性や防犯性、通学時間も

含めた通学時の負担を考慮し、その対

策などを検討してまいります。 

14 P16 

「（２）通学距離の目安 ■通学距

離の考え方」について「・・・遠距離

となるケースでは、スクールバス等

による通学支援など、・・・」とある

が、「・・・遠距離となるケースでは、

スクールバス、路線バス、モコバス、

デマンド交通等による通学支援な

ど、・・・」と変更し、モコバスのルー

トや時刻変更、路線バスの活用、デ

マンドタクシー利用の集団登下校

など複数の手段での通学支援を実

施してほしい。 

C 

御意見いただいた、「・・・遠距離となる

ケースでは、スクールバス、路線バス、

モコバス、デマンド交通等による通学

支援など、・・・」につきましては、「スク

ールバス等」に他の公共交通機関を

含めておりますので現状の表記のまま

といたします。 

また、モコバスの改善やデマンド交通

の利用につきましては、担当部局と協

議し、検討してまいります。 

15 P17 

「速やかに検討」の速やかの度合

いを知りたい。こういうスケジュール

感で進むなど。 

C 

地域と課題共有、対策の検討、対策の

周知、実施、の流れとなり、実施までに

は早くて 3～5 年は掛かると思われま

す。しかし、地域の状況など個別要因

により実施までの期間は違ってくるた

め、一概には言えないと考えておりま

す。 



 

7 

 

16 P17 

適正配置を検討する時期は，10 年

後では遅いと思う。実数で検討して

いただきたい。 C 

今後数年間は実績に基づいた児童生

徒数推計を継続し、守谷市通学区域

審議会に報告して地域の状況を把握

し、適正規模化策の検討是非について

毎年審議してまいります。 

17 P17 

市の推計は、人口減少を前提とし

た運営であるため、複式学級にな

るタイミングでの議論ではなく、速

やかに統廃合の検討を行い、適正

規模校の学校運営を行えるように

すべき。老朽化した校舎の工事の

改修費用、教員等の人材確保、適

正規模での児童の発育など、財政

面のみならず、多数のメリットがあ

る。（同様の御意見1件） 

C 

学校は地域の拠点施設であることか

ら、統廃合は、児童生徒、保護者、地域

などへ与える影響が特に大きいと考え

ますので、地域の皆様の御理解と御協

力をいただけるよう慎重に協議・調整

を進める予定です。 

小規模校対策については、当該基本

方針策定後、まずは地区ごとの課題に

ついて全地区に向けて情報提供し、問

題意識を地域と共有して進めてまいり

ます。 

また、いじめが発生した場合、学校で

適切な対応に努めてまいります。 

18 P１９ 

大野小学校や高野小学校は単学

級のためクラス替えができない。い

じめが発生した場合逃げ場がない

ので、統廃合しスクールバスを走ら

せ適正な教育環境を用意すべきで

はないか。 

（同様の御意見1件） 

C 

19 
P16～

17 

地域性という言葉の意味合いが曖

昧だと思います。また、地域性への

考慮をしすぎると、地域性の薄い或

いは 

新しくて地域性の無い地区にしわ

寄せが行く要因となりかねません。

現に、R7 年度から運用が始まる特

定地域選択制（スクールバス）の策

定においては、その議論の過程で、

まさに地域性の乏しい地域に対象

が限定されていきました。この過程

を軽く見過ごすことがあってはなら

ないと思います。各種の議論におい

て、地域性という言葉が独り歩きし

ないような文言の加筆や工夫が必

要に思います。地域性を盾にすれ

B 

御意見のとおり、「地域性」に何が包

含されるかは受取方により違ってまい

りますので、地域コミュニティ活動や防

災面といった具体的な記載内容に修

正していきます。 
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ば、あらゆる方策への不同意が可

能と読めるような文言は適切でな

いと思います。 

20 P17 

各小学校の設備（体育館、校庭）の

規模によって、適正な水準があると

思う。例えば、校庭が小さい小学校

は体育や運動会等のイベントの実

施等の状況を加味して水準を決め

た方がよいのではないか。一律、国

の基準を引き上げる理由、必要性

はあるのか。 

C 

望ましい学校規模について、小学校に

ついては最大で２４学級としております

が、P17 にあるとおり、学校施設の収

容能力や設備の状況等についても総

合的に検討してくこととしています。 

21 P17 

10 年後に複式学級の発生が見込

まれる段階で適正規模化の検討が

開始されるのでは遅すぎると思い

ます。P8 や P9 に示された改修や

維持のコストも大きくかかってくる

わけですから、「１学年１クラスの小

規模が継続する場合にも、適正規

模化の検討を開始する可能性があ

る」、との但し書きを付与しておくの

が望ましいと考えます。その方が、

今後の総合計画の変更などの際に

も柔軟に対応できるはずです。 

B 

御指摘のとおり、P17 に追記いたしま

す。 

 

22 
P18～ 

20 

P18-20 にある適正化手法と解決

すべき課題について、現時点での

見込みで QCD評価での数値化を

入れて優先着手案を数個に絞り、

早期に関連住民へ説明すべきと思

います。5 年程度前から事前説明

があれば、住民との議論や住民の

納得を得ることで、多少難易度が

下がると思います。 

C 

御指摘のとおり、適正規模化策の実施

に向けては、地域に対して現状と今後

の見込み、対策案の説明、協議、周知

といった一定期間が必要と考えます。 

対策案の絞込みの際には、QCD の観

点も考慮して検討してまいります。 

また、将来推計については毎年度検証

を行うとともに、実績データを積み重ね

て継続して推計を行い、市ホームペー

ジ等で公表してまいります。 

23 P19 

地域との関わりの課題に関し、具体

的な対応策を検討すべきである。

解決に向けた具体的な対応をする

旨も方針として盛り込み、早急に対

応できるように定めておくことが基

C 

P19～20 に記載のあります、適正化

手法別の課題内容については、個別

のケースにより相違してまいりますの

で、今回の方針案には具体的には記

載しないことといたします。しかし、具
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本方針としての役割であると考えま

す。 

体的な対策を検討する場においては、

どのような対策が可能かについて、予

算も含めて提示し、地域の皆様と協議

していきたいと思います。 

24 P20 

「短期的な傾向」や「将来的にも学

級規模が継続する」との文言はい

かようにでも受け取れ、立場の違い

によって解釈が真逆になってしまい

ます。より具体的に「◯◯年程度

の」との文言を加えるべきであると

考えます。また、「将来的にも学級

規模が継続する」との文言には違

和感があります。どの程度の学級

規模かが明確であるように修正が

必要と考えます。大規模校程度の

学級規模でしょうか。或いは、過大

規模校程度でしょうか。 

B 

御意見のとおり、曖昧な表現は受取方

により違ってまいりますので、P20の該

当箇所については以下のとおり修正

いたします。 

「短期的な傾向」→「学級数の増加が

5～10年程度の傾向」 

「将来的にも学級規模が継続する」→

「10 年以上にわたって適正規模を超

える学級規模が継続する」 

25 P20 

すでに実施した学校選択制の導入

について、その過程と効果について

触れるべきと思います。また、現状

の学校選択制においてはコストが

発生しておりますので、コスト面も

課題に含めるべきかと思います。そ

れぞれの手法における解決すべき

課題についても単に“〇”とするの

ではなく、課題の軽重判断も実施

すべきと思います。 

C 

当該基本方針は、市内小中学校全体

の適正配置基本方針となりますので、

個別の対策に関する過程や効果につ

いては本編には記載いたしません。 

また、課題の軽重につきましても、個別

のケースにより相違してまいりますの

で、今回の方針案には記載しないこと

といたしますが、具体的な対策を検討

する場においては、コスト面も含めた

協議ができるよう進めてまいります。 

26 P21 

守谷中学校において将来的に教室

不足が発生しないよう、現実的な見

通しで進めてほしい。 

A 

御意見いただいた内容については、

P21②適正配置の方向性の中で、

「守谷中学校では教室数の不足が生

じる可能性があることから、今後学級

数の数位を注意深く見守り、教室数の

不足する可能性が高まった場合は、特

別教室等の利用状況に配慮しながら

教室の増築または通学区域の変更を

検討します。」と記載されており、毎年

児童生徒数推計を行い、教室が不足

しないよう適切に対応します。 
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27 P2１ 

中学校の 1 クラスあたりの生徒数

の記載がないのでわかりません

が、2026年より基準が35名にな

ることが報道されています。その場

合における推計はされているのか、

わかるように記載が必要と思いま

す。特に、特定地域選択制において

は守谷中学校を選択することもで

きるため、推計値の根拠が不確実

であると考えます。 

B 

市では、小学校では全学年、中学校に

おいても1学級35人で編成されてお

りますので、当該基本方針でも 35 人

学級を想定した推計を基にしておりま

すので、P3 下部にその旨記載いたし

ます。特定地域選択制度を利用した児

童については、小学校４年生から毎年

度進学先中学校の希望を聴取し、守

谷中学校生徒数推計に反映させて、

早めの対応が可能となるよう進めてま

いります。 

28 
P21～

２４ 

中学校区ごとの適正配置の方向性

において、大野小学校と高野・松前

台小学校について言及された文言

に違いがあります。各小学校におい

て対応に差があってはいけないと

思います。大野、高野、松前台だけ

でなく、小規模校に関する対応を統

一すべきだと考えます。地域性や一

体性を考慮すべき場合でも、その

運用が統一的になされるように言

語化すべきだと考えています。小規

模校への対策は今から積極的に取

り組んだ方が、将来に向けても良い

と考えます。現在の小規模校への

対策に関して、適正規模化に向け

てもう少し踏み込んだ表現で言語

化することを提案いたします。 

（同様の御意見1件） 

B 

大野小学校は地域に支えられながら

単学級の状態が長く続いている点が

他地区と沿革が異なっているほか、直

近 10 年間の児童数減少率が最も高

いのが高野小学校（▲8％）、次に松

前台小学校（▲4％）であるため、より

児童数推移に注意を要するということ

で表現を変えておりました。しかし、小

規模校の適正規模化策を検討する時

期は「10 年後に複式学級が発生する

ことが見込まれる場合」となりますの

で、御指摘のとおり誤解を招く可能性

があることから表現を統一するよう修

正いたします。 

小規模校対策については、当該基本

方針策定後、まずは地区ごとの課題に

ついて全地区に向けて情報提供し、問

題意識を共有してから進めてまいりま

す。 

29 P25 

児童数生徒の動向について積極的

に発信、とあるが、 

具体的な方法、頻度について教え

てください。 

また、保護者、地域住民との連携と

C 

児童生徒数の動向については、今後

数年間、毎年児童生徒数推計を行い、

結果がまとまり次第、審議会で報告す

るほか、市ホームページ、SNS 等で公

表してまいります。 
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あるが、そちらについても具体的な

方法、頻度について教えてくださ

い。 

P19‐20 で過小規模から適正規模、

過大規模から適正規模の中で、考えら

れる適正化手法と解決すべき課題の

中で、学校関係者、保護者、地域との

連携としていますとおり、説明会等を適

宜開催してまいります。 

30 P25 

守谷市通学区域審議会のメンバー

構成について教えてください。 

また、毎年度各地域の状況により

適正化検討の必要性等について審

議とあるが、具体的な開催方法、頻

度について教えてください。 

C 

守谷市通学区域審議会条例第２条第

２項に規定があり、小中学校長、小中

学校 PTA 会長、学識経験者、その他

教育委員会が必要と認める者、のうち

から必要の都度、教育委員会が委嘱

すると定めております。 

今後の審議会は、毎年度1～3回を目

安に開催してまいります。 

31 P25 

部会の設置について「具体的な検

討が必要となった際に設置」とあり

ますが、条件を具体的に記載願い

ます。 

A 

P17 ページにあるとおり、小規模校に

ついては１０年後に複式学級が発生

し、過小規模校となる水準が見込まれ

る場合、大規模校については、１０年後

に過大規模校となる水準が見込まれ

る場合に、部会を設置いたします。な

お、黒内小学校については令和7年度

に部会を立ち上げ、通学区域の変更

等について検討を始める予定となって

います。 

32 P25 

「適切な頻度で児童、生徒数推計

を行い」とありますが、最低限の頻

度を明記してください。 

（同様の御意見1件） 

C 
今後数年間は、毎年度児童生徒数推

計を行ってまいります。 
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 守谷市立小中学校適正配置基本方針（案）は市の基本的な考え方を示すものであり、地区別の具

体的な内容等を個別に定めるものではありません。 

このため、以下の意見は守谷市立小中学校適正配置基本方針（案）に関するものではなく、個別案

件として分類いたしましたが、今後の各施策の参考にさせていただくとともに、担当部署にお伝えさ

せていただきます。 

 御意見ありがとうございました。 

番号 
該当 

ページ 
意見の概要 意見に対する市の考え方 

１ その他 

学校選択制度によって、地域のコミ

ュニティや保護者同士のつながり

が希薄化する恐れがある。地域社

会や子どもたちに与える影響を検

討し、制度の柔軟な見直しや、特定

の学校に偏らない選択肢の検討を

お願いしたい。 

（同様の御意見1件） 

当該基本方針は学校選択制度に関する計画

ではありません。 

適正規模化策として学校選択制度等を検討

する場合は、地域コミュニティ等想定される

課題を考慮して進めてまいります。 

 

２ その他 

スクールバス制度に関する、学校見

学会が平日の為、働く保護者が参

加しづらい。休日開催やオンライン

での配信の検討をお願いしたい。 

当該基本方針はスクールバス運行に関する

計画ではありません。 

見学会では、実際に子どもたちが学んでい

る姿、遊んでいる姿を見ていただきたいため

平日に開催しています。休日開催するために

は通学する子どもたちやその御家族に多大

なる影響が生じるため難しいと考えます。ま

たオンライン配信については児童の肖像権

があるため、現実的に困難と考えます。 

3 その他 

スクールバス利用者の遅刻者への

対応について、モコバスの便が 8

時半ごろまで来ないため、不安で

ある。 

当該基本方針はスクールバス運行に関する

計画ではありません。 

遅刻者対応としては、8 時までにバス停に到

着いただければ、バス停補助員が 8 時半過

ぎのモコバス等への乗車支援を行う予定と

なっていますが、原則、発着時間に間に合う

ような登校をお願いいたします。 
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４ その他 

スクールバスを利用する児童につ

いて、放課後に地元の児童と遊ぶ

機会が少なくなる可能性がある。校

庭の開放や児童クラブ・放課後子

ども教室の柔軟な利用、友人宅へ

訪問後にもスクールバスを利用可

能などの制度の検討をお願いした

い。 

当該基本方針はスクールバス運行に関する

計画ではありません。 

スクールバスを利用する児童については、放

課後子ども教室の利用料を無料にすること

で、地域の児童との交流機会の確保に努め

ております。また、スクールバスは、学校登下

校の利用に限定されますので、御理解くださ

い。 

４ その他 

スクールバスの説明会について保

育園との行事と重なってしまい参加

できなかった。保育園の日程調整

を行うことや、保育園での説明会を

行うなど検討してほしい。 

当該基本方針はスクールバス運行に関する

計画ではありません。 

該当地区の対象世帯は市内外の様々な幼稚

園・保育所を利用しており、全ての幼稚園、保

育所を把握して全施設で日程調整すること

は困難と考えます。このため、今後の説明会

は幼稚園や保育所で行事が行われる可能

性が低い日曜日に開催することを検討して

おります。幼稚園・保育所での説明会につい

ては、該当園・所の保護者の皆様から要請を

いただければ、個別に対応可能と考えます。 

５ その他 

スクールバスの出ない地区の児童

が、過大希望校対策として別の小

学校へ通学する場合も、特定地域

選択制地区と同様に、放課後子ど

も教室を無料にしてはいかがか。 

当該基本方針は特定地域選択制度に関する

計画ではありません。 

過大規模校から他の小学校へ就学校変更を

行った際も、放課後子ども教室は無料とさせ

ていただいております。今後、十分な周知に

努めてまいります。 

６ その他 

スクールバスを選択した保護者、子

どもたちが近所の黒内小学校を選

択した子ども達と断絶しないよう、

早急に松並青葉エリアに高校生ま

で利用できる児童センターの開設

を望みます。 

当該基本方針はスクールバス制度等に関す

る計画ではありません。 

御意見につきましては、児童センター担当部

署と共有してまいります。 

７ その他 

この推計値を見て、市長自身はどう

思うのか、考えを聞きたい。減らし

たいのであれば、つくばエクスプレ

スの東京延伸はやめていただきた

い。延伸すれば、利便さを感じ、人

口は増えると思う 

 

 

 

当該基本方針は市内小中学校の適正配置

に関する計画です。 

いただいた御意見につきましては、市幹部と
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８ その他 

市長が果たす役割が見えま 

せん。過去のタウンミーティングで

も市長および教育長が要求され、

それに応えると回答されたと記憶し

ていますが、それが果たされていま

せん。説明会や試乗会等にも一切顔

を出さず、市長が本件をどのように

捉え、どのように対応していくつもり

かが全く見えないことが対象保護者

にとって大きなストレスになっている

ことをきちんとご認識いただきたい

と考えます。 

共有いたします。 

９ その他 

第三次守谷市総合計画では人口

が減少するのを食いとめるために

市が施策を投じる計画であるの

に、なぜ本基本計画（案）では人口

が減った推計値がでているのか。

人口が大幅に増えた場合の対策は

どうするのか。 

当該基本方針は市内小中学校の適正配置

に関する計画です。 

第三次守谷市総合計画では施策により人口

減少を抑えることを仮定した推計を採用して

おりますが、当該基本方針では、当該地域に

おける居住者のうち市立小中学校に通って

いる人口（実績）を基準とし、学校区別、町丁

目別集計人口データ（住民基本台帳）に基

づき、人口推計手法の最も一般的なコーホー

ト要因法に、新たな開発要因を加えて算出し

ています。 

また、今後数年間は継続して児童生徒数推

計を行い、毎年守谷市通学区域審議会にて

報告し、審議会で推計値の確認を行った上、

傾向に合わせた対策を検討していく予定と

なっています。 

仮に大幅に増加する推計値が出た場合にお

いても、事前の対応は可能と考えます。 

１０ その他 

令和６年度守谷市児童生徒数推計

業務（令和６年１１月）を基に作成

された守谷市の総人口の推移と将

来推計は、守谷市最上位計画であ

る第三次守谷市総合計画人口ビジ

ョンの計画からみると令和２５年で

は約5,000人の開きが生じていま

す。今後、上位計画である第三次守

谷市総合計画人口ビジョンの計画

通りに人口が推移した場合は、人

口の差異についてどの様な対応を

していくのか。 

１１ その他 

・松並青葉の 20 代の流失が多い

ので、その値を加味させたとのこと

だが、住んでいる者としては変わら

ない感じがする。 

・守谷駅周辺に住んでいる者として

は人口が減るように思えない。 

１２ その他 生徒数の片寄りが問題とのことで 当該基本方針は、市立小中学校の適正配置
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すが、規模適正化の前に、守谷市に

住もうと思う市外・県外の人に対し

て、今人口が減少しつつある地域

を子育て世代に選んでもらえるよう

な街づくり、子育て世代向けの交通

網の改善を行い、学生人口の片寄

りの改善を行ってください。 

に関する方針となります。 

御指摘の点につきましては、今後の少子化対

策、人口減少対策の参考として、担当部署に

お伝えいたします。 

１３ その他 

市の将来人口推計では減少ありき

で全ての方針を検討されているよ

うですが、減少するからこそ子ども、

ひいては子どもの学び場である学

校を今から整備する必要があるの

ではないでしょうか。 

当該基本方針は、市立小中学校の適正配置

に関する方針となります。 

御指摘の点につきましては、今後の少子化対

策、人口減少対策の参考として、担当部署に

伝えてまいります。 

１４ その他 

松並青葉一丁目を黒内小、二丁目

を御所ケ丘小、三丁目、四丁目を郷

州小に学区を見直した場合、児童

数推移がどうなるか、御所ケ丘小、

郷州小、各中学校の教室数に支障

がないかを知りたいです。また、小

規模校化抑制、黒内小が仮設にた

よらなくてよくなる等の効果がどれ

ほどかお示しいただきたい。 

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

令和 5 年度に松並青葉地区の通学区域の

変更を検討した結果、一丁目及び二丁目を

他の小学校へ変更した場合は受入れ小学校

の教室数が足りなくなるという推計でありま

した。また、三丁目と四丁目を同じ小学校に

変更した場合についても受入小学校の教室

数が不足する可能性があるという推計が出

ております。 

今後も過大規模校対策として地域の協力を

得ながら通学区域の変更を検討してまいりま

す。 

１５ その他 

学区を個人の選択に任せるのでは

なく、市が児童数推計を根拠に一

括して定めることで地域との繋がり

や連携が取りやすくなるメリットも

あるかと思います。熟慮すべきこと

ではありますが、このまま就学校

は、黒内小が基本のままレールなき

選択制が続くと益々バラバラ感が

加速し修正が付かない状況にな

り、毎年新入生家庭が混乱する結

果となることを憂慮しています。令

和8年度入学からぜひ抜本的解決

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

御指摘の点については、過大規模校対策の

参考とさせていただきます。 
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を図れる対策を早期に示して実施

してほしいです。 

１６ その他 

黒内小・守谷中の過大規模校の児

童生徒数減少は見込めないので、

町内会等の協力を得ながら、反発

は相当出ると思うが、市が強制的

に決める。 

（同様の御意見1件） 

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

黒内小学校の適正規模化対策については、

令和７年度から特定地域選択制度を松並青

葉地区導入し、更に大原地区を御所ケ丘小

学校、さつき台地区を松ケ丘小学校、レクセ

ルプラザ守谷を守谷小学校にと、通学区域

の変更を行っております。今後も地域の理解

を得ながら、通学区域の変更等を進めてまい

ります。 

１７ その他 

現在から 10 年間は黒内小の過大

規模は解消されませんが、そこに対

してどういった対策を取るかが触

れられていません。特定地域選択

制を導入しても解決されないので

あれば、それ以上に抜本的な対応

が必要と考えますが、この 10 年間

は“止むなし”という判断なのでしょ

うか。抜本的な改善を図ることも盛

り込み、松並青葉だけでなく黒内小

全体、もっと言えば、守谷市全体で

の問題として捉え、対応していくよう

な方針を定める必要があると思い

ます。 

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

黒内小学校の適正規模化策については、令

和７年度から特定地域選択制度を松並青葉

地区に導入し、更に大原地区を御所ケ丘小

学校、さつき台地区を松ケ丘小学校、レクセ

ルプラザ守谷を守谷小学校にと、通学区域

の変更を行ってきました。今後は、P25 にあ

るとおり、黒内小学校適正規模化策を検討す

るための部会を立上げ、地域の理解を得な

がら、黒内小学校通学区域全体を見て、通学

区域の変更等を検討してまいります。 

１８ その他 

現在、黒内小学校からバスを選択

し、御所ケ丘小学校、郷州小学校を

選択した生徒が守谷中学校を選択

できると理解しているがあっている

か？ 

また、この計画にはバスを選択した

子ども達が御所ケ丘中、愛宕中で

はなく守谷中を選択することを加味

しているのか。 

当該基本方針は特定地域選択制度に関する

計画ではありません。 

特定地域選択制度を利用し小学校を選択し

た児童は元の学区の中学校も選択できま

す。推計値は元の学区の中学校を選択する

推計とはなっておりませんが、特定地域選択

制度を利用した児童については小学校４年

生から中学校希望のアンケートを行い、人数

を把握していまいります。 

１９ その他 

守谷中学校区の個別案件ですが、

特定地域選択制度の対象を松並

青葉地区に限る必要は無いと思い

当該基本方針は特定地域選択制度に関する

方針ではありません。 

スクールバスについては、特定地域選択制度
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ます。次年度以降また時間をかけ

て、対象地域を黒内小学校区全域

へと拡張する方向性を検討しては

どうかと考えます。現在の対象地域

以外にも御所ケ丘小学校や郷州小

学校への通学を希望する児童は一

定程度いると思われ、黒内小学校

の適正規模化に貢献するものと考

えられます。また、現在の特定地域

選択制度では守谷小学校を選択

できません。しかし資料中に示され

ている R11 年度の推計では、守谷

小学校の児童数はR6年度に比べ

て200名の減少が見込まれていま

す。駅近くのマンション開発に対応

するためにキャパシティを確保する

との方向性でしたが、いつできるか

わからないマンションを気にするよ

りも、喫緊の課題である過大規模

校の解消を第一に考えるべきでは

ないでしょうか。 

を導入するに当たり、特定地域（松並青葉地

区）から選択校までの通学距離が 3 ㎞以上

となることから運行することとしたものです。

このため、松並青葉地区の選択制度利用児

童が優先されることとはなりますが、利用対

象者の拡大については検討の余地はあると

考えます。対象者を守谷小学校に広げること

については、守谷小学校が通学区域変更可

能な距離にあることから、今後の通学区域変

更協議と併せ、慎重に検討していきたいと思

います。 

＊令和 6 年 12 月に、バス正座席に余裕が

ある場合は、北園交差点を通学経路に含む

地区の方が御所ケ丘小、又は郷州小を選択

する際もスクールバス利用ができることとし

ました。 

２０ その他 

郷州小は過大規模化しませんが、

先日の説明会においては特定地域

選択制が継続された場合の教室数

確保の見通しが 4 クラス分しか実

施していないと伺いました。この点

は大きな不安を与える結果となりま

すので、早急に各学校の推計に基

づいた計画案を策定し、具体的な

絵として推計に即した内容で対応

可能であることを示すべきと考えま

す。 

当該基本方針は特定地域選択制度に関する

計画ではありません。 

郷州小学校の保有教室数は２２教室で、特

定地域選択制度を加味した児童生徒数推計

においても、令和１２、１３年度に通常学級１６

学級、特別支援学級を合わせても１９学級と

の推計結果が出ており、教室不足になる見

込みではありません。現在の特定地域選択

制度は、保有教室を見据え各学年 3 学級と

する定員設定で進めていく予定ですので、今

後数年間は、児童生徒数と合わせ、特別支援

学級も含めた学級数推計を行い、その推移

を注視してまいります。 

２１ その他 

学校規模の適正化方策の基本的

な考え方では、本市の特性や小・中

学校区の一体性、地域コミュニティ

活動や防災面といった地域性を十

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

黒内小学校については、令和9年度以降、児

童は減少傾向に転じる見込みとなっているほ
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分に考慮する。となっているが、現

実に黒内小学校や守谷中学校の

教室が確保されなかった場合、ど

の様な対策を講じるのか。 

か、適正規模化策として通学区域の変更等

を今後協議していく予定となっています。 

守谷中学校については、今後数年間は継続

して児童生徒数推計を行い、教室数が不足

する見込みとなった場合は、学校プール跡地

への増築対応を検討してまいります。 

２２ その他 

特別な支援を要する児童生徒数は

増加傾向が続いており、特に小学

校においてその傾向は顕著となる。

その要因についても専門家（医師

など）を交えて要因を調べたのか。 

要因を調査していない場合、今後

の対応についてどの様に考えてい

るのか。 

当該基本方針は市立小中学校の適正配置

に関する方針です。 

特別な支援を要する児童生徒の増加は全国

的な傾向となっており、原因としては医療の

発達や障がい・特別支援教育に対する理解

の深まりなどにあると言われています。本市

においても同様の傾向があるため、その推移

を注意深く見守ってまいります。 

２３ その他 

黒内小学校区の子ども達が、バス

を選択することで近所の子とのコミ

ュニティが分断される、また親同士

のコミュニティが疎遠になる可能性

がある。実際、コミュニティの分断を

危惧して、バスを選択しない方も多

くいると聞いている。地域コミュニテ

ィは防災防犯の点からも非常に重

要だと思うが、市の政策について地

域コミュニティが阻害されることに

ついて、市はどのように考えている

のか。 

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

地域コミュニティ対策については、松並青葉

地区の自治会様と協力して、今後の対策を

検討していきたいと考えております。 

２４ その他 

推進体制について、推進体制の中

心は教育委員会となっている。 

現状、市民が教育に対して不安を

抱いている状況で、教育委員会の

トップである教育委員長が１年近く

不在という事態と聞いたが、本当な

のか？ 

もし本当だとした場合、代替要員を

配置しなかった理由を教えてほし

い。 

当該基本方針は市立小中学校の適正配置

に関する方針です。 

御意見につきましては、市幹部と共有してま

いります。 
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２５ その他 

小学校では片道おおむね 2 ㎞以

内、中学校では片道おおむね 4 ㎞

以内とあるが、 

通学距離の目安がこの様に決まる

と、今後、黒内小学校区域の特に守

谷駅周辺で建設されるマンション

などは守谷小学校や松ヶ丘小学校

の区域に建設時の条件として事前

調整し、数の調整を行うことが想定

される。それにより、資産価値（学校

が遠い）が下がることもありうるた

め教育委員会だけの問題ではない

と考えるが、市としての見解を伺い

たい。 

当該基本方針は、市立小中学校の適正配置

に関する方針となります。 

これまでにも、通学区域をマンション別に指

定してきた区域はございます。 

不動産売買の価格は買主と売主との合意、

需給と供給によって定まりますので、通学距

離も一要因となる可能性もございますが、子

どもたちのより良い教育環境確保のために

御理解いただければと思います。 

今後も、建築計画が判明した時点で、必要に

応じて事業者との調整を十分に行い、事前に

周知してまいります。 

２６ その他 

通学区域審議会における学区編成

は、地域コミュニティ、防災防犯、資

産価値と暮らしと一体化した課題

でもあるといった点は、より強く意

識してほしい。 

当該基本方針は、市立小中学校の適正配置

に関する方針となります。 

御意見につきましては、今後の参考とさせて

いただきます。 

２７ その他 

黒内小学校は、入学式が３回に分

割して実施されると聞いている。同

級生が一緒に入学式に参加できな

い状況についてどのように思うか？ 

当該基本方針は、黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

御意見につきましては、今後の参考とさせて

いただきます。 

２８ その他 

他の沿線自治体と適正基準の比較

はされていますが、「小規模」や「大

規模」になった際の対応方法につ

いても比較していただきたいです。

つくばみらい市やつくば市と比較す

ると、抜本的な対策を取る意志が

ないと感じてしまいます。 

当該基本方針は、適正規模化策について検

討するための方針であることから、適正規模

化策について具体に定めることはしていませ

ん。 

適正規模化策については、部会を立ち上げ

る中で地域の状況を把握し、御意見を聞きな

がら決定してまいります。 

２９ その他 

黒内小学区については、これから

新設校の検討をするのは費用対効

果としても薄いため強く推進すべき

ではないと考えますが、過大規模

校対策としてスクールバスを選択す

当該基本方針は特定地域選択制度に関する

方針ではありません。 

児童クラブ施設は、授業終了後に子どもたち

が安全に移動できる学校敷地内に設置する

ことを基本としています。 
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る子どもを増やすため、松並地区

付近にバスターミナルを付けた学

童施設を作るべきであると考えま

す。郷州小や御所ケ丘小を選択し

た子どもたちは、学校が終わり次第

その学童で過ごし、黒内小を選択し

た子どもたちもその学童を選べる

ようにする。そうすれば地域での子

ども同士の繋がりを作ることもで

き、黒内小以外の小学校を選ぶ人

も増えると思います。 

松並青葉の人たちが黒内小を選ぶ

最大の理由は、他の小学校を選択

すると近所の子どもたちとの繋がり

が薄くなってしまうからです。そこを

ケアすることが、この制度を良いも

のにする最大の対策と考えます。 

しかしながら、特定地域選択制度により御所

ケ丘小学校及び郷州小学校に就学先変更を

する児童数の変化により両校施設に不足が

生じることも考えられるため、今後の動向を

踏まえて、施設の設置場所、運営体制や維持

管理方策など必要な事項について検討して

まいります。 

 

３０ その他 

スクールバス制度について、現時点

では松並青葉地区とその近隣の子

どもたちに限られていますが、本町

やひがし野、百合ヶ丘等、黒内小学

区かつスクールバスの通り道であ

る地区にも対象を広げてもいいよう

に思います。また、守谷小でも R16

年度に３０％程度減少するのであ

れば、守谷小もスクールバス選択

制の対象に含めてもいいように思

います。守谷小であればそこまで遠

くないので、選択したい人も一定数

いると考えます。 

当該基本方針は特定地域選択制度に関する

方針ではありません。 

スクールバスについては、特定地域選択制度

を導入するに当たり、特定地域（松並青葉地

区）から選択校までの通学距離が 3 ㎞以上

となることから運行することとしたものです。

このため、松並青葉地区の選択制度利用児

童が優先されることとはなりますが、利用対

象者の拡大については検討の余地はあると

考えます。対象者を守谷小学校に広げること

については、守谷小学校が通学区域変更可

能な距離にあることから、今後の通学区域変

更協議と併せ、慎重に検討していきたいと思

います。 

＊令和 6 年 12 月に、バス正座席に余裕が

ある場合は、北園交差点を通学経路に含む

地区の方が御所ケ丘小、又は郷州小を選択

する際もスクールバス利用ができることとし

ました。 
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３１ その他 
防災面では，市民が避難できるだ

けの避難場所は無いと思う。 

当該基本方針は小中学校の適正配置に関す

る方針となります。 

御意見は、防災担当部署に伝えてまいりま

す。 

３２ その他 

一般的な対応策に新設とあるの

に，審議会では新設について検討

しないと聞いた。おかしいと思う。ま

た，市役所で新設校の検討会議を

しているとも聞いた。その会議の議

事録を全て公開してほしい。審議会

と同じ扱いになるのでは。 

当該基本方針は小中学校の適正配置に関す

る方針となります。 

学校の新設については、都市計画や人口施

策も含めた市の判断が必要となりますので、

審議会では判断結果について審議いただく

こととなります。 

新設校については、庁内関係部署による協

議を経て、「守谷駅東側周辺の子育て・教育

環境等を検討するための有識者会議（令和

６年１２月発足）」により、具体的な方向性を

まとめており、議事録の公開は今後予定して

おります。 

３３ その他 

黒内小の学級数は今年のスクール

バス利用者の人数を毎年加味して

いると聞いた。スクールバスが希望

制である限り，不確かなので，加味

しない人数も知りたい。移動先の小

学校が不人気になったら，バスを使

ってまで希望しなくなる。実際，始ま

る前から移動先の小学校で不快な

思いをしている保護者もいる。 

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

P2 に出典記載のある「令和 6 年度守谷市

児童生徒数推計」では、特定地域選択制度

を加味しない推計結果も公開しています。加

味しない推計では、令和10年度に児童数は

1492 名、普通学級数は 43 となり、普通学

級数が過大規模でなくなる基準（30 学級）

となるのが令和17年度となっており、当該基

本方針で採用している推計と比べると、ピー

ク児童数は 125 人、ピーク学級数は 3学級

多くなっています。 

今後の黒内小学校適正規模化策としては、

特定地域選択制度のみに頼ることなく、黒内

小学校通学区域全体での通学区域変更等

について協議していく予定です。 

３４ その他 

黒内の人数は松並青葉の保護者

に託されると感じる。黒内全体で何

か対策を考えられないか？ 
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３５ その他 

守谷中に希望者が集まった場合も

知りたい。勝手に移動した小学校

の学区の中学校に行くと設定しな

いでいただきたい。 

当該基本方針は、特定地域選択制度に関す

る計画ではありません。 

特定地域選択制度を利用した児童について

は、小学校４年生から毎年度進学先中学校

の希望を聴取し、守谷中学校生徒数推計に

反映させて、早めの対応が可能となるよう進

めてまいります。児童生徒数推計を行う中

で、守谷中学校の教室数が不足する見込み

となった場合は、学校プール跡地への増築対

応を検討してまいります。 

また、守谷中学校については令和3～4年度

に増築しており、普通教室21 室のほか特別

支援教室 6 室を保有しており、現在のところ

教室数不足は見込まれていないほか、校舎・

校庭・体育館面積とも、国の設置基準より広

い状況となっております。 

３６ その他 

今の守谷中の規模を知っている保

護者に１８学級入るのは大丈夫な

のか？と聞いたら，無理だろうとの

こと。運動会など，生徒がのびのび

やるのが，人数が増え，制限が出る

ことが残念とのこと。部活もどうやっ

ていくのか？ 

３７ その他 

４月から守谷中の登校時間，下校

時間が北園交差点混雑緩和のた

め変更されると聞いた。なぜ子ども

達ばかり犠牲になるのか？もっと市

全体で考えてほしい。 

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

御意見は今後の参考とさせていただきます。 

 

 

３８ その他 

守谷中学校に関して、校舎の増設

で済ませようと考えないでほしい。

限られた敷地面積の中で増えても

無理がある。 

当該基本方針は小中学校の適正配置に関す

る方針となります。 

校舎増築を検討する場合は、特別教室や体

育館の利用状況を検証し子どもたちの教育

環境に配慮しながら進めて参ります。 

３９ その他 
パブリック・コメント募集中に追加

の資料を出さないでほしい。 

御意見はパブリック・コメント担当部署に伝達

するとともに、今後の参考とさせていただきま

す。 

４０ その他 

何がポイントかわからないので，各

審議員や学校教育課が説明会を

開いてほしい。 

４１ その他 
市民の声を本気で聞く気があるの

か？と思う。 
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４２ その他 

・次回の審議会で答申を出すので

あれば，市長を呼んでほしい。納得

できない方針になるのであれば説

明してもらいたい。 

・今年の３月から？教育長が審議会

をずっと欠席していると聞いた。大

事な適正方針を検討するのに，ずっ

と欠席はありえない。理由を知りた

い。もし体調不良であれば早く代わ

りの人を出してほしい。次回は教育

長出席のもと，審議会を開催してほ

しい。 

当該基本方針は市内小中学校の適正配置

に関する計画です。 

いただいた御意見につきましては、市幹部と

共有いたします。 

４３ その他 

審議会のメンバーを考えてほしい。

意見が言える人，当事者が良い。校

長先生の出席はどうなのか？ 子ど

ものためを思っている発言に感じ

ないときがある。 

当該基本方針は市内小中学校の適正配置

に関する計画です。 

御意見については、今後の参考とさせていた

だき、情報共有させていただきます。 

４４ その他 

松並青葉地区は、通学区域の変更

は行わないと令和7年度特定地域

選択制度の制度説明会(令和 6 年

4 月 13 日午前開催)で説明があ

り、議事録にも残っている。一方で、

今回の守谷市立小中学校適正配置

基本方針（案）では、『令和 6 年 3 

月の答申（※P３０参照）に基づき、

通学 区域の変更等を検討』と記

載されている。方針がころころと変

わることで、子供への影響が大き

く、保護者の負担となることを十分

認識いただきたい。 

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

令和 6 年度答申において言及されている通

学区域変更については、黒内小学校通学区

域全体に対するものであり、松並青葉地区に

限定したものではありません。また、松並青

葉地区については特定地域に指定したばか

りであるため、現時点では直近で検討する通

学区域変更の対象地区にする予定はありま

せん。一方で、松並青葉地区の一定数の方々

から、丁目ごとに就学先を決めてほしいとの

声も寄せられていることから、今後、特定地

域選択制度の進捗状況を把握しつつ、地域

の皆様の御意見を伺いながら、変更対象地

区とするべきかどうか検討してまいります。 

４５ その他 

黒内小学校は大幅に児童数を減ら

さない限り、日々の学びに影響が出

てしまうことをもっと深刻に受け止

めていただきたいです。 過大規模

であるゆえに、さまざまな活動、クラ

ブ活動、一般的な小学校に見られ

当該基本方針は黒内小学校適正規模化策

に関する計画ではありません。 

市内小学校のクラブ活動については、主として

４学年以上の児童で組織し、市内学校の実施

回数は年間６～７回程度となっています。活動

時期や内容、場所などについては学校ごとに
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るブラスバンド部などの部活動、ま

ち探検などが実施されていない、ま

たは本来の形式や回数で実施でき

ていないのは、コロナ禍が明けても

ここまで常態化するともはや「仕方

のないこと」ではなく、明らかな「体

験格差」に繋がるのではないでし

ょうか。 

工夫して展開している状況です。また、ブラス

バンド部は現在１校のみの実施となっていま

す。 

まち探検については、全ての小学校の2学年

で実施しており、訪問先や時期などは、学校

ごとに地域の協力を得ながら決定していま

す。 

学校行事等については、大小を問わず学校

規模による体験格差が生じないよう、現在、

各校で工夫しながら進めておりますので、御

理解いただきますようお願いいたします。 
 


